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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移に

ついては、記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．「従業員数」欄の［ ］内は、外書で臨時従業員数（平均雇用人員を１人１日８時間で換算し算出）を記載

しております。 

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

５．第14期中、第15期中、第14期については、１株当たり中間（当期）純損失を計上しているため、第16期中、

第15期については１株当たり中間（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益は記載しておりません。 

回次 第14期中 第15期中 第16期中 第14期 第15期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 1,524,458 1,386,504 1,035,129 3,300,010 3,049,919 

経常損失（千円） 145,600 112,283 170,365 250,026 125,013 

中間（当期）純損失（千円） 156,524 114,420 172,201 296,858 127,007 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 2,414,700 2,414,700 2,414,700 2,414,700 2,414,700 

発行済株式総数（株） 13,588 13,588 13,588 13,588 13,588 

純資産額（千円） 4,381,536 4,133,955 3,961,881 4,241,201 4,122,683 

総資産額（千円） 4,900,297 4,582,360 4,367,174 4,951,167 4,813,678 

１株当たり純資産額（円） 346,476.05 326,098.89 312,401.98 335,378.93 325,081.52 

１株当たり中間（当期）純損

失（円） 
12,225.58 9,032.94 13,578.42 23,328.74 10,021.15 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 89.4 90.2 90.7 85.7 85.6 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△224,646 △137,685 △295,360 △227,407 △122,942 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△50,696 △10,287 538 △363,668 △1,012,582 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△92,388 6,675 － △92,388 7,752 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
4,058,475 3,601,540 2,320,217 3,742,828 2,615,068 

従業員数（外、平均臨時雇用

者数）（人） 

51 

[19] 

48 

[14] 

53 

[14] 

56 

[17] 

49 

[15] 



２【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

なお、平成19年４月に米国カリフォルニア州に、米国におけるマイクロサーバの市場調査及び顧客開拓等を行う目

的で、当社全額出資による子会社Ｐｌａｔ’Ｈｏｍｅ ＵＳＡ Ｌｔｄ．を設立し、当中間会計期間に活動を開始しま

したが、重要性が乏しいため非連結子会社としております。 

３【関係会社の状況】 

  該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。

なお、臨時従業員の平均人員は１人１日８時間で換算し、算出しております。 

(2) 労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 53 [14]  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間におけるわが国の経済は、企業収益の改善、設備投資の増加など長期回復傾向にあります。先行

きについても個人消費や原油価格の動向、米国経済の動向には注意を要するものの、景気は底堅く推移するものと

思われます。 

当社の主要な販売品目である国内サーバ市場においては、継続的な出荷金額の減少傾向に加え、出荷台数も減少

傾向を示すなど、依然として厳しい状況が続いております。 

このような環境において、当社は、自社製品に注力する方針をさらに徹底し、ＰＣパーツなどの一般商品の取扱

いを徐々に縮小する営業方針のもと活動してまいりました。これにより、マイクロサーバの販売が前年同期に比べ

増加するなどの効果が出ている一方、一般商品の売上高が大幅に減少し、売上高全体では前年同期と比べ減少しま

した。この結果、売上高は1,035百万円（前年同期比351百万円・25.3％減少）となりました。 

 売上総利益は、利益率の低い一般商品の売上が減少したことにより売上総利益率が向上したものの、前年同期と

比べ減少しました。また、販売費及び一般管理費は、広告宣伝費や米国における市場調査費用などの増加要因があ

る一方、全般的に抑制努力を継続し、前年同期並みとなりました。この結果、営業損失は177百万円（前年同期は

営業損失111百万円）、経常損失は170百万円（前年同期は経常損失112百万円）、中間純損失は172百万円（前年同

期は中間純損失114百万円）となりました。 

 主要品目別の売上高につきましては、次のとおりであります。 

 なお、当中間会計期間より、マイクロサーバをコンピュータ関連商品の区分からＰＢコンピュータの区分へ変更

しております。そのため、前年同期比につきましては、前中間会計期間について変更後の区分に組替えた数値をも

って算出しております。 

（ＰＢコンピュータ） 

 サーバ及びストレージについては、主要顧客層である電気機器等製造業及びインターネット系サービス企業など

の法人への出荷があったものの、前年同期と比べ売上高は減少しました。マイクロサーバについては、「Ｏｐｅｎ

ＢｌｏｃｋＳ」と「ＯｐｅｎＭｉｃｒｏＳｅｒｖｅｒ」が、通信事業者、システムソリューション企業等への出荷

が好調であり、前年同期と比べ売上高が増加しました。この結果、ＰＢコンピュータ全体では売上高は543百万円

（前年同期比27百万円・4.8％減少）となりました。 

（コンピュータ関連商品） 

 自社開発商品及び、自社製品と補完関係にあり相乗効果が期待できる他社商品である注力商品の販売を強化して

まいりました。これによりマイクロサーバ用の関連商品や「Ｍｉｎｉ Ｋｅｙｂｏａｒｄ」などの売上は堅調であ

るものの、一般商品を中心に前年同期に比べ大幅に減少しました。この結果、コンピュータ関連商品全体では売上

高は減少し、442百万円（前年同期比322百万円・42.2％減少）となりました。 

（サービス・その他） 

 当中間会計期間より有償保守契約に係る収益の計上について会計方針を変更したことによる売上高の減少要因が

あったものの、ＰＢコンピュータ等への保守サービスの増加傾向が続いているため、売上高は前年同期並みとなり

ました。この結果、売上高は48百万円（前年同期比1百万円・2.6％減少）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末比294百万円減少し、

当中間期末の資金残高は2,320百万円となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 税引前中間純損失170百万円の計上や仕入債務の減少による支出312百万円等の支出要因のほか、売上債権の減少

による収入205百万円等の収入要因がありました。これらの収支要因の結果、営業活動に使用した資金は295百万円

となりました。（前年同期は137百万円の使用) 



（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資事業有限責任組合からの分配金による収入17百万円と、有形固定資産及び無形固定資産の取得や子会社の設

立による支出16百万円の収支がほぼ均衡し、投資活動により獲得した資金は0百万円となりました。（前年同期は

10百万円の使用） 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金の増減はありませんでした。（前年同期は6百万円の調達） 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当中間会計期間より、マイクロサーバをコンピュータ関連商品の区分からＰＢコンピュータの区分へ変更しており

ます。そのため、前年同期比につきましては、前中間会計期間について変更後の区分に組替えた数値をもって算出し

ております。 

(1) 生産及び仕入実績 

 （注）１．ＰＢコンピュータのうち当社において生産しているものについては生産実績を、生産を外部に委託している

ものについては仕入実績をもとに算出しております。なお、ＰＢコンピュータ以外の品目については、記載

を省略しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 受注実績 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3) 販売実績 

 （注）１．上記金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。 

（注）前中間会計期間については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。 

品目 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

ＰＢコンピュータ（千円） 403,032 90.8 

合計（千円） 403,032 90.8 

品目 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

ＰＢコンピュータ 475,075 84.6 10,357 96.7 

コンピュータ関連商品 430,657 56.9 22,417 116.0 

サービス・その他 82,961 172.7 52,032 325.6 

合計 988,694 72.3 84,807 184.3 

品目 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

ＰＢコンピュータ（千円） 543,275 95.2 

コンピュータ関連商品（千円） 442,917 57.8 

サービス・その他（千円） 48,936 97.4 

合計（千円） 1,035,129 74.7 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％） 

 日本ＳＧＩ株式会社 － － 128,441 12.4 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

当社では、現代のコンピュータ環境を形成する、ハードウェア、オペレーティングシステム、ネットワークシステ

ムを基盤とすることはもちろんのこと、運用環境までを考慮に入れた製品開発を行っております。 

当中間会計期間において、当社ではＰＢコンピュータ及び自社開発のコンピュータ関連商品を中心とした研究開発

活動を行っております。開発にあたっては、環境への取り組みの一環として、電気・電子機器について有害な化学物

質の使用を禁止するＲｏＨＳ指令への積極的な対応を行っております。 

ＰＢコンピュータの分野では、データセンターなど遠隔地に設置されていても操作可能なフルリモートコントロー

ルサーバ「ＦＲＱＸ」シリーズや、環境に配慮した「ＰＨ－ＥＣＯ」シリーズ、ＴＣＰ／ＩＰネットワークを利用し

てＳＣＳＩデータを転送するｉＳＣＳＩ規格のＲＡＩＤシステムの開発検証を行いました。また、マイクロサーバに

ついては、アプライアンス製品を拡充すべくセキュリティアプライアンス「セキュアＰＲＯＸ」の開発検証を行うな

ど、顧客への提案力をより高める製品の開発を行いました。 

コンピュータ関連商品の分野では、コンパクトキーボード「Ｍｉｎｉ Ｋｅｙｂｏａｒｄ」のＰＣ・ＳＵＮ両対応

モデルの開発を行いました。  

 当中間会計期間における研究開発費の総額は、27百万円となっております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

  当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

  前事業年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等はありません。 

  また、当中間会計期間において新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 36,000 

計 36,000 

種類 
中間会計期間末現在 

発行数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月14日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 13,588 13,588 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 13,588 13,588 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 
－ 13,588 － 2,414,700 － 603,675 



(5）【大株主の状況】 

 （注）当社は自己株式906株を保有しておりますが、上記の大株主の状況からは除いております。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

本多 弘男 東京都文京区 3,430 25.24 

鈴木 友康 東京都千代田区 2,990 22.00 

ＫＤＤＩ（株） 東京都新宿区西新宿二丁目３番２号 500 3.68 

 三菱ＵＦＪ信託銀行（株） 

（常任代理人 日本マスタートラ

スト信託銀行（株）） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 （東京都港区浜松町二丁目11番３号） 

  

200 1.47 

飯田 佳宏 北海道札幌市中央区 145 1.07 

穐田 誉輝 東京都港区 138 1.02 

風見 節夫 茨城県つくばみらい市 116 0.85 

野村證券（株） 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 116 0.85 

山中 淳次 福岡県福岡市博多区 105 0.77 

（株）栄電子 東京都千代田区外神田二丁目９番10号 80 0.59 

計 － 7,820 57.55 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   906 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,682 12,682 － 

発行済株式総数 13,588 － － 

総株主の議決権 － 12,682 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

ぷらっとホーム株式会社 

東京都千代田区外神

田一丁目18番13号 
906 － 906 6.67 

計 － 906 － 906 6.67 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 236,000 212,000 217,000 207,000 183,000 145,000 

最低（円） 194,000 180,000 194,000 180,000 130,000 107,000 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人による中間監査を受けておりま

す。 

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準 0.06％

売上高基準 0.00％

利益基準 0.47％

利益剰余金基準 0.02％



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   3,601,540     3,320,217     3,615,068    

２．売掛金   273,904     309,510     514,917    

３．たな卸資産   107,158     148,881     111,984    

４．その他 ※２ 30,888     43,520     35,861    

貸倒引当金   △417     △464     △773    

流動資産合計     4,013,074 87.6   3,821,666 87.5   4,277,059 88.9 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１ 129,273     109,985     116,607    

２．無形固定資産   35,568     25,554     18,178    

３．投資その他の資
産                  

（1）投資有価証券   298,080     299,227     294,937    

（2）その他   106,363     110,740     106,895    

投資その他の資
産合計   404,444     409,967     401,832    

固定資産合計     569,286 12.4   545,508 12.5   536,618 11.1 

資産合計     4,582,360 100.0   4,367,174 100.0   4,813,678 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   346,452     269,349     581,354    

２．賞与引当金   17,518     20,552     17,158    

３．その他 ※２ 75,151     96,158     82,431    

流動負債合計     439,123 9.6   386,060 8.9   680,944 14.2 

Ⅱ 固定負債                    

１．退職給付引当金   8,939     10,901     9,543    

２．その他   341     8,330     505    

固定負債合計     9,281 0.2   19,231 0.4   10,049 0.2 

負債合計     448,404 9.8   405,292 9.3   690,994 14.4 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     2,414,700 52.7   2,414,700 55.3   2,414,700 50.2

２．資本剰余金                    

（1）資本準備金   603,675     603,675     603,675    

（2）その他資本剰余
金   4,962,903     4,963,106     4,963,106    

資本剰余金合計     5,566,578 121.5   5,566,781 127.4   5,566,781 115.6

３．利益剰余金                    

（1）利益準備金   5,400     5,400     5,400    

（2）その他利益剰余
金                    

別途積立金   70,000     70,000     70,000    

繰越利益剰余
金   △3,764,017     △3,948,806     △3,776,605    

利益剰余金合計     △3,688,617 △80.5   △3,873,406 △88.7   △3,701,205 △76.9

４．自己株式     △159,203 △3.5   △158,329 △3.6   △158,329 △3.3

株主資本合計     4,133,457 90.2   3,949,745 90.4   4,121,946 85.6 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券
評価差額金     498 0.0   12,136 0.3   737 0.0

評価・換算差額等
合計     498 0.0   12,136 0.3   737 0.0 

純資産合計     4,133,955 90.2   3,961,881 90.7   4,122,683 85.6 

負債純資産合計     4,582,360 100.0   4,367,174 100.0   4,813,678 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   1,386,504 100.0 1,035,129 100.0 3,049,919 100.0 

Ⅱ 売上原価   1,049,745 75.7 760,164 73.4 2,292,353 75.2 

売上総利益   336,758 24.3 274,965 26.6 757,566 24.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   448,495 32.4 452,727 43.8 882,288 28.9 

営業損失   111,736 △8.1 177,762 △17.2 124,722 △4.1 

Ⅳ 営業外収益 ※１ 2,495 0.2 7,593 0.7 6,550 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２ 3,043 0.2 196 0.0 6,840 0.2 

経常損失   112,283 △8.1 170,365 △16.5 125,013 △4.1 

Ⅵ 特別利益   285 0.0 309 0.1 － － 

Ⅶ 特別損失 ※３ 316 0.0 39 0.0 374 0.0 

税引前中間（当期）純損失   112,315 △8.1 170,096 △16.4 125,387 △4.1 

法人税、住民税及び事業税 ※５ 2,105 0.2 2,105 0.2 1,620 0.1 

中間（当期）純損失   114,420 △8.3 172,201 △16.6 127,007 △4.2 

               



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 

株主資本 
評価・換算

差額等 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金資本準備金 
その他 

資本剰余金 
利益準備金

その他利益剰余金 

別途積立金
繰越利益 

剰余金 

平成18年３月31日残

高（千円） 
2,414,700 603,675 4,961,645 5,400 70,000 △3,649,597 △164,621 4,241,201 － 

中間会計期間中の変

動額 
                 

中間純損失（△）           △114,420   △114,420   

自己株式の処分     1,258       5,417 6,675   

株主資本以外の項

目の中間会計期間

中の変動額（純

額） 

                498 

中間会計期間中の変

動額合計（千円） 
－ － 1,258 － － △114,420 5,417 △107,744 498 

平成18年９月30日残

高（千円） 
2,414,700 603,675 4,962,903 5,400 70,000 △3,764,017 △159,203 4,133,457 498 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 

株主資本 
評価・換算

差額等 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金資本準備金 
その他 

資本剰余金 
利益準備金

その他利益剰余金 

別途積立金
繰越利益 

剰余金 

平成19年３月31日残

高（千円） 
2,414,700 603,675 4,963,106 5,400 70,000 △3,776,605 △158,329 4,121,946 737 

中間会計期間中の変

動額 
                 

中間純損失（△）           △172,201   △172,201   

株主資本以外の項

目の中間会計期間

中の変動額（純

額） 

                11,399 

中間会計期間中の変

動額合計（千円） 
－ － － － － △172,201 － △172,201 11,399 

平成19年９月30日残

高（千円） 
2,414,700 603,675 4,963,106 5,400 70,000 △3,948,806 △158,329 3,949,745 12,136 

 

株主資本 
評価・換算

差額等 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金資本準備金 
その他 

資本剰余金 
利益準備金

その他利益剰余金 

別途積立金
繰越利益 

剰余金 

平成18年３月31日残

高（千円） 
2,414,700 603,675 4,961,645 5,400 70,000 △3,649,597 △164,621 4,241,201 － 

事業年度中の変動額                  

当期純損失（△）           △127,007   △127,007   

自己株式の処分     1,461       6,291 7,752   

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額（純額） 

                737 

事業年度中の変動額

合計（千円） 
－ － 1,461 － － △127,007 6,291 △119,255 737 

平成19年３月31日残

高（千円） 
2,414,700 603,675 4,963,106 5,400 70,000 △3,776,605 △158,329 4,121,946 737 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約キャッシ

ュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー        

税引前中間（当期）純損失   112,315 170,096 125,387 

減価償却費   31,114 13,679 61,437 

貸倒引当金の増減額   △285 △309 71 

賞与引当金の増減額   △1,217 3,393 △1,577 

退職給付引当金の増減額   △1,476 1,357 △871 

受取利息及び受取配当金   △257 △4,816 △3,872 

為替差損益   △9 29 △12 

売上債権の増減額   193,989 205,407 △47,024 

たな卸資産の増減額   △14,320 △36,897 △19,147 

仕入債務の増減額   △245,574 △312,004 △10,672 

その他   16,667 5,027 26,771 

小計   △133,685 △295,228 △120,286 

利息及び配当金の受取額   257 1,758 1,632 

法人税等の支払額   △4,258 △1,890 △4,288 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー   △137,685 △295,360 △122,942 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー        

定期預金の預入による支出   － － △1,000,000 

投資有価証券の取得による
支出   △1,400 － △1,400 

関係会社株式の取得による
支出   － △3,668 － 

投資事業組合からの分配金
による収入    － 17,400 － 

有形固定資産の取得による
支出   △5,377 △3,639 △5,377 

無形固定資産の取得による
支出   △3,510 △9,554 △5,244 

その他   － － △560 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー   △10,287 538 △1,012,582 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー        

自己株式の売却による収入   6,675 － 7,752 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー   6,675 － 7,752 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額   9 △29 12 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   141,287 294,851 1,127,759 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   3,742,828 2,615,068 3,742,828 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 ※１ 3,601,540 2,320,217 2,615,068 

         



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

───── 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

───── 

  その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任

組合及びこれに類する組合

への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。また、組合がその他有

価証券を保有している場合

で当該有価証券に評価差額

がある場合には、評価差額

に対する持分相当額をその

他有価証券評価差額金に計

上することとしておりま

す。 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任

組合及びこれに類する組合

への出資（金融商品取引法

第２条第２項により有価証

券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によってお

ります。また、組合がその

他有価証券を保有している

場合で当該有価証券に評価

差額がある場合には、評価

差額に対する持分相当額を

その他有価証券評価差額金

に計上することとしており

ます。 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任

組合及びこれに類する組合

への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。また、組合がその他有

価証券を保有している場合

で当該有価証券に評価差額

がある場合には、評価差額

に対する持分相当額をその

他有価証券評価差額金に計

上することとしておりま

す。 

  (2）たな卸資産 

商品、製品、原材料 

移動平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

商品、製品、原材料 

同左 

(2）たな卸資産 

商品、製品、原材料 

同左 

  仕掛品 

システム開発案件は個別法

による原価法 

その他は移動平均法による

原価法 

───── ───── 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は定額

法） 

 なお、耐用年数は２～20年

であります。 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は定額

法） 

なお、耐用年数は２～20年

であります。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間から、法人

税法の改正（（所得税法等の

一部を改正する法律 平成19

年３月30日 法律第６号）及

び（法人税法施行令の一部を

改正する政令 平成19年３月

30日 政令第83号））に伴

い、平成19年４月１日以降に

取得した資産については、改

正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しておりま

す。なお、この変更による損

益に与える影響は軽微であり

ます。 

（追加情報） 

 法人税法改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌

事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上

しております。なお、この変

更による損益に与える影響は

軽微であります。 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は定額

法） 

 なお、耐用年数は２～20年

であります。 

  (2）無形固定資産 

定額法 

 ソフトウェア（自社利用）

については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく

定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

均等償却 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については財務内容評価法

に基づき個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給

に備えるため、将来の支給見

込額のうち、当中間会計期間

の負担額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給

に備えるため、将来の支給見

込額のうち、当事業年度の負

担額を計上しております。 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、退職給付会計に関する

実務指針（中間報告）（日本

公認会計士協会 会計制度委

員会報告第13号）に定める簡

便法（期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法）

により、当中間会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、退職給付会計に関する

実務指針（中間報告）（日本

公認会計士協会 会計制度委

員会報告第13号）に定める簡

便法（期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法）

により、当事業年度末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準 

 当中間会計期間から「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

4,133,955千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対照

表の純資産の部については、改正後の中間

財務諸表等規則により作成しております。 

１．    ───── １．貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

4,122,683千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。 

２．    ───── ２．保守売上の計上方法 

 有償保守契約に係る売上高及び売上原価

については、従来、契約金額に従い、契約

期間に対応して計上する方法と契約時に一

括計上する方法によっておりましたが、当

中間会計期間からすべての有償保守契約に

ついて契約期間に対応して計上する方法に

変更いたしました。この変更は、ＰＢコン

ピュータ等への保守サービスが増加してお

り、今後もその傾向が継続すると見込まれ

ること及び「ソフトウェア取引の収益の会

計処理に関する実務上の取扱い」（平成18

年３月30日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第17号）を契機として進めていた保

守契約データに関する社内管理体制が整っ

たことから行ったものであります。この変

更により従来の方法によった場合に比べ、

当中間会計期間の売上高は12,511千円、売

上原価は2,406千円それぞれ減少し、営業

損失、経常損失及び税引前中間純損失が

10,104千円それぞれ増加しております。 

２．    ───── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

162,574千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

 184,387千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

       174,405千円 

※２．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 

※２．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、流動資産の「その他」に

含めて表示しております。 

※２．    ───── 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 

受取利息 257千円

業務代行収入 2,131千円

受取利息 4,816千円

投資事業組合持分利益 2,630千円

受取利息 3,872千円

業務代行収入 2,131千円

受取保険配当金 289千円

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 

為替差損 247千円

投資事業組合持分損失 2,795千円

為替差損 196千円 投資事業組合持分損失 6,174千円

為替差損 666千円

※３．    ───── ※３．    ───── ※３．特別損失の主要項目 

    有形固定資産除却損  374千円

 ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額 

有形固定資産 12,599千円

無形固定資産 18,507千円

有形固定資産 10,579千円

無形固定資産    3,072千円

有形固定資産    25,504千円

無形固定資産 35,897千円

※５．当中間会計期間における税金費用につ

いては、簡便法による税効果会計を適用

しているため、法人税等調整額は「法人

税、住民税及び事業税」に含めて表示し

ております。 

※５．      同左 ※５．    ───── 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の減少31株は、ストック・オプションの行使に伴う自己株式の処分によるもので

あります。 

２．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 
前事業年度末 

株式数（株） 

当中間会計期間増加 

株式数（株） 

当中間会計期間減少 

株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 13,588 － － 13,588 

合計 13,588 － － 13,588 

自己株式        

普通株式（注） 942 － 31 911 

合計 942 － 31 911 

 
前事業年度末 

株式数（株） 

当中間会計期間増加 

株式数（株） 

当中間会計期間減少 

株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 13,588 － － 13,588 

合計 13,588 － － 13,588 

自己株式        

普通株式 906 － － 906 

合計 906 － － 906 



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の減少36株は、ストック・オプションの行使に伴う自己株式の処分によるもので

あります。 

２．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

 
前事業年度末 

株式数（株） 

当事業年度増加 

株式数（株） 

当事業年度減少 

株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 13,588 － － 13,588 

合計 13,588 － － 13,588 

自己株式        

普通株式（注） 942 － 36 906 

合計 942 － 36 906 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間会計期間末

残高と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） 

※１．現金及び現金同等物の中間会計期間末

残高と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成19年９月30日現在） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借

対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 3,601,540千円 

現金及び現金同等物 3,601,540千円 

現金及び預金勘定 3,320,217千円 

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△1,000,000千円 

現金及び現金同等物 2,320,217千円 

現金及び預金勘定 3,615,068千円 

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△1,000,000千円 

現金及び現金同等物 2,615,068千円 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

有形固定資産 9,874 7,669 2,205 

合計 9,874 7,669 2,205 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

有形固定資産 6,513 5,990 522 

合計 6,513 5,990 522 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

有形固定資産 7,773 6,506 1,266 

合計 7,773 6,506 1,266 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 1,810千円

１年超 575千円

合計 2,386千円

未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 563千円

１年超 12千円

合計 575千円

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,314千円

１年超 72千円

合計 1,386千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料 1,097千円

減価償却費相当額 990千円

支払利息相当額 63千円

支払リース料 833千円

減価償却費相当額 743千円

支払利息相当額 22千円

支払リース料 2,139千円

減価償却費相当額 1,929千円

支払利息相当額 105千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

前事業年度末（平成19年３月31日） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 1,400 

投資事業有限責任組合出資金 296,680 

合計  298,080 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式   

子会社株式 3,668 

その他有価証券   

非上場株式 1,400 

投資事業有限責任組合出資金 297,827 

合計  302,895 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 1,400 

投資事業有限責任組合出資金 293,537 

合計 294,937 



（１株当たり情報） 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、前中間会計期間は１株当たり中間純損失を計上

しているため、当中間会計期間及び前事業年度は１株当たり中間（当期）純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため、記載しておりません。 

２．１株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 326,098.89円 312,401.98円 325,081.52円 

１株当たり中間（当期）純

損失 
9,032.94円 13,578.42円 10,021.15円 

       

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純損失（千円） 114,420 172,201 127,007 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失 

（千円） 
114,420 172,201 127,007 

期中平均株式数（株） 12,667 12,682 12,674 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新

株予約権の数318

個）。 

この詳細は、「第４ 

提出会社の状況、１ 

株式等の状況、(2）新

株予約権等の状況」に

記載のとおりでありま

す。 

────── ────── 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

───── ─────  当社は、平成19年４月18日開催の取締役

会におきまして、米国カリフォルニア州に

当社全額出資による海外子会社の設立を決

議いたしました。 

１．子会社設立の理由 

 当社は、独立行政法人日本貿易振興機

構（以下ジェトロ）と、ジェトロが実施

する事業である「ベンチャー・インキュ

ベーションin USA」（以下 本事業）の

支援対象企業となる協定を平成19年３月

20日に締結し、本事業が運営するインキ

ュベーション・センター（米国シリコン

バレー）にマイクロサーバの市場調査及

び顧客開拓等を目的とした事務所を開設

することといたしましたが、当事務所の

運営にあたり現地に子会社を設立するも

のであります。 

２．設立する子会社の概要 

３．今後の見通し 

 本件による当社の業績に与える影響は

軽微の見通しです。 

（1）商号 Plat'Home USA Ltd.  

（2）代表者 

  

居村 勝衛（当社取締役

製商品事業本部長） 

（3）所在地 

  

米国カリフォルニア州 

サンノゼ 

（4）設立時期 平成19年４月 

（5）主な事業

の内容 
市場調査、顧客開拓活動 

（6）決算期 ３月末 

（7）資本金 

  

30,000USドル 

（当社全額出資） 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第15期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成18年12月15日

ぷらっとホーム株式会社    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 潮来 克士  印 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 寺田 昭仁  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているぷらっ

とホーム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第15期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ぷらっとホーム株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18

年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成19年12月14日

ぷらっとホーム株式会社    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 潮来 克士  印 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 寺田 昭仁  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるぷらっとホーム株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第16期事業年度の中間会計期間（平成19

年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主

資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ぷらっとホーム株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19

年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は保守売上の計上方法を変更

した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しております。 
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